


花ひらく日の喜びを皆さまと共に。
この春、希望に満ちた桜の祭典を日系コミュニティ ーの皆さまと再び 一緒に 
お祝いできることをとても光栄に思います。
私どもは、長年にわたり皆さまと共に築き上げてきたこの伝統と絆を絶やすことなく、 
大切に継承して参ります。
これからも、皆さまと日系コニュニティーの更なる発展に貢献できるよう、 
感謝の気持ちを込め精一杯努力し、新たな一歩を踏み出します。
詳しくは、usbank.com/everydream（英語のみ）をご覧ください。

一部の文書およびサービスは英語のみの提供となる場合がありますのでご了承ください。 
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日本の法人税の実効税率（法人税や事業

税を加味した税率）は36.8%、所得税（住

民税込み）の最高税率は55％、相続税の

最高税率は55％、贈与税の最高税率も

55％となっております。それぞれ課税の

対象は異なりますが、個人で行っている事

業の法人化、個人で所有している資産の法

人への移行により、高税率の所得税、相

続税、贈与税から低税率な法人税にシフト

することができます。日本ではこの税率差

を利用した節税対策は幅広く行われていま

す。税率差以外のメリットもある日本法人

の活用について今回は説明します。

◆日本人が外国に投資する場合は日
本法人を活用することが多い

日本人が米国の不動産を購入する場合、

相続時の複雑な手続き（プロベート）を避

けるためにプロベート対策を行うことが必

須です。日本と違い円満な相続であって

もプロベート手続きが必要なため、トラス

ト、ジョイントテナンシー、Transfer on 

death（死因贈与）などいくつかの方法で

プロベート回避をおこなうことになります。

この場合、日本側で相続対策を講じやす

いということから日本法人を活用するケー

スをよく見かけます。法人には相続が発生

しないため、相続税も相続登記も必要い

というのが一番の理由です。もちろんそ

の法人の出資持分にたいしては相続税が

かかりますが株主変更には不動産のよう

な登記は必要ありません。株主名簿を書

き換えるだけなのです。

同じことが米国に在住する人たちにも

言えます。米国にいる相続人である子供

たちに日本の財産を相続させるのは大変

です。あらかじめお子様たちが株主であ

る日本法人を設立してその法人で不動産を

保有すれば相続手続きは必要なくなります。

◆日本法人の設立は難しくない？

日本では会社の設立は司法書士が行いま

す。米国居住者が日本で会社を設立してビ

ジネスを始める場合は在留資格（ビザ）の問

題があるので簡単ではありませんが、法人

設立そのもののハードルは高くありません。

注意しなければならないのは日本人が法

人設立をするのと違い「常勤者が２人以上

もしくは資本金が５００万円以上でなけれ

ばならない」ということです。また資本の

払い込みを日本の銀行で行わなければなら

ないため、日本に銀行口座がないと手続き

ができません。もし日本に信用できる知り

合いがいればその人に設立してもらい、設

立後に株主変更と代表者変更をしてもらう

のも手かもしれません。米国に比べて物価

が安く円安でもある現在、日本への投資を

考えている方も多いと思います。またすで

に個人で保有している日本の財産がある場

合も、日本法人を設立して法人へ譲渡する

ことにより法人名義への移転も可能です。

◆移転時の税金には注意

すでに個人で所有している資産を法人へ

譲渡する場合には、個人が購入した金額

と法人への移転時の価額の差額（値上がり

益）に対して所得税を申告する必要があり

ます。不動産の譲渡にかかる所得税は長

期保有であれば20.315％と、給与など

の総合課税の最高税率55%に比べると

かなり有利な税率となります。また自分の

会社へ名義を変更するだけなのでタダで

移転しようとすると税法上「みなし譲渡」

に該当し、時価で譲渡としたこととして課

税されてしまいますので注意が必要です。

◆相続対策としては

法人化による直接的なメリットは相続登

記の省略化です。しかし使い方によっては

相続税の節税策としても有効になる場合

があります。設立したばかりの法人には資

金がないため、個人のお金を法人に貸し

付けることになります。子供が会社を設立

して不動産の購入資金を親が貸付ける場

合などです。この場合この貸付金も親の

相続対策となりますが、貸付を出資に振

り替えることにより相続時の評価額が下

がることもあります。会社の規模にもより

ますが出資金の評価はその時点での会社

の純資産となりますので、法人の所得を

セーブすることにより出資金の評価額は低

くなり、相続税負担が減ることになります。

また評価額が低くなった段階で生前贈与

により子供たちに移転していくという方法

も考えられます。生前贈与の改正などもあ

りましたので個々のケースで有利不利の判

断をしていくことになります。

～資産管理法人の活用～

司法書士、社会保険労
務士、弁護士ら専門家
と同族会社の事業継承
を中心にコンサルティン
グを行う。日弁連、日
経新聞などで多数講演。
ハワイにも拠点を設け、
国際相続も手掛ける。
ホノルル日本人商工会
議所メンバー。
HP: www.the-arcist.com
      www.hawaiisouzoku.com

税理士法人アーク & パートナーズ
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福田恵子
日本とはあらゆる面で異な
るアメリカの学校の実態
を、ロサンゼルス郊外、ビー
チシティーの公立校（通称
Ｋ－12）に、11年生の娘ニナ
を通わせる筆者が、保護者
の視点からリポートする。

アメリカの学校アメリカの学校
としてもっと知りたい！としてもっと知りたい！親とととと親










